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はじめに

 ANWRの 問題は,ア メリカという国からみ

れば,環 境保全のシンボルになってお り,ア ラ

スカ州からすれば石油開発 によって期待 される

州の税収確保 という死活問題である。ANWR

周辺のエスキモー人に とっては,資 源に対する

主権 と同時 に,ト ナカイの保全と共に石油開発

による雇用 を中心 とする経済利益をどのように

享受するかという問題で もある。

 筆者は,92年8月 にアラスカ州政府の協力に

より,プ ル ドーベイ油田をARCO社 の好意に

より見学す る機会を持 った。ANWRそ れ自体

を自分の目で見たわけではないが,現 地でも,

またアンカレッジで もANWRに ついてアラス

カ州政府,石 油会社の代表,環 境団体の見解を

きくチ ャンスがあった。      "

 以下に述べ るのは,そ の折 に入手 した資料に

加えて,プ ル ドーベイ油田の現状 と将来の問題,

それを補完するという形でのANWR問 題をア

ラスカ州の立場より論 じたオイル ・アン ド・ガ

ス ・ジャーナル誌(1992年8月3日 号)の 論文

をベースとした解説である。加えて州知事の考

え方にも触れてみたい。

1.0il & Gas Journal誌(1992年8月3日 号)

の 見解

 ア メ リカで 出版 されてい る同誌 は,石 油 ・天

然ガス に関す るジ ャーナルで,石 油問題 の世界

的な動 向 を,技 術,経 済,政 治 とい う側面 か ら

毎週ウ オ ッチ し続 けてい る。 アメ リカの オ クラ

ホマ州 のTulsaで 発 行 されて い るが,勿 論,ワ

シ ン トンのエ ネルギ ー ・環境政策 の動 向 に も常

に 目を向 けて いる し,ア メ リカ石油業界 の利益

を も代 弁 して いる。

 同 誌 の 特 集 記 事"Alaska at the crossroads"

(岐路 に立 つ ア ラス カ)で の 第1番 目の論 文

は(1),ア ン カ レ ッジ のARCO社 の2人 の著

者 によ り執筆 された もの であ る。著者 の1人 で

あるJameS M. Davis(senior vice-president)は

探 鉱(exploration)と 操 業(operations)の 専 門

家 で あ り,も う1人 のJerry R. Pollock

(engineering manager of prudhoe Bay)は 油 層

工学(reserv0ir engineering)の 専 門家で あ る。

2人 共,1970年 代 初期 にARCOに 入 社 してい

る。

 第2番 目の論 文 は,ARCOと 同 時 に プル

ドーベ イ油 田 開発 の片 翼 を担 ったBP Explora・

tion AlaskaのJulian R. Darleyに よ って書 か れ

て い る(2)。 彼 はエ ンジ ニ アで あ り,1960年 に

BPに 入 り現在 は社長 であ る。
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 第3番目の論文はA1askaDepartmentof
Natura1ResourceのKevink．BanksとPame1aL．

Rogersによって書かれている’（3）。両者は天然

資源経済問題に15年以上の経歴を持っている。

 3本の論文はプルトーベイ油田開発のリスク

を負ってきた2大企業のA R C OとB P，それ

にプルトーベイ油田からの税収に大きく依存す

るアラスカ州の立場より書かれていて，世界的

な経営を行って経営資源の最適配置を常に念頭

に置いて行動する多国籍石油会社と資源依存型

経済の州政府の関心を対比させるものとなって

いる。以下，順次3本の論文を紹介することに

より，それぞれの立場が明確になると思う。

1－1 A R C O論文

 A R C Oの立場は，アラスカの主要油田であ

るプルトーベイ油田の枯渇と減少する生産に代

替する油田発見努力の減少というアラスカ州の

ジレンマを企業の立場から冷静に見ていて，A

R C OとB Pが緊密に協力することにより費用

有効方策（cost－effective ways）を目指そうと

するものである（4）。従って，企業の立場から

すべき努力はしているのであり，州政府がアラ

スカ州のプルトーベイ地域に他社をして投資さ

せるインセンティブをどれだけ与えられるかが

問題だとしている（5）。

 説明の都合上，アラスカ州政府提供の地図を

転載する（付録参照のこと）。一本論文で問題と

なっているANWRはカナダと国境を接してい

て，開発論争の中心となっているCoasta1P1ain

はBeaufort Seaに隣接ナるところである。アラ

スカ州北西部のまだ探鉱が十分に行われていな

いNationa1Petro1eumReserveとANWRにはさ

まれてPrudhoeBay油田がある。西側にKupar－

uk油田，東側にEndicott油田にはさまれて問題

となるPrudhoeBay油田などの全体をNorth

Slopeとして分類している。Prudhoe Bayより

Trans－A1aska Pipe1ineがアラスカ湾のVa1dezま

で延びており，その西側にあるCook In1etから

も石油が産出されている。

 A R C O論文で強調されるのは，油田からの

生産量を持続するための努力は大変なものだと

いうことである。日産150万バレルの最大可採

量を維持し，できるだけ長期にわたり原油生産

量の減少を少なくするには，長期の多額の投資

が必要となる。油井より原油と共に汲み上げら

れる水処理と水攻法（Water injection）のため

の水処理は現在日産100万バレルで2000年まで

には日産150万バレル以上になると予想されて

いる（6）。また，油井より汲み上げられる原油

と共にガスが混入するが，ガス処理量は現在日

産52億立方フィートで，！994年までに設備を増

設してガス注入による原油回収（GasOi1
Recovery）のために日産75億立方フィートにな

ると予想している（7）。

 生産量の保持と油田延命のための水とガス注

入は新たな掘削活動を必要とする。プルトーベ

イ油田では，ユ979年に初めて到達した最大可能

生産量（Maximum A11owab1e PrOductiOn Rate）

である日産150万バレルの生産のために218本の

油井（wens）が必要であった。1988年までに

916本の油井（一部は生産井，他は注入井）が

必要となり，日産150万バレル生産のために油

井の生産性が1本1日当たり7，000バレルから

1，700バレルに低下してきている。生産量を維

持するためには関連設備への投資を含め35億ド

ルの追加支出，施設と基本基盤整備（faci1ity

andbasicinfrastructureimprovements）で中央

ガス処理施設と海水処理プラントの建設を含ん

でおり，90億ドルの追加投資となっている。こ

れらの投資の結果として，日産150万バレルの

生産が当初予想より3年長．く続き9年間に達し

たが，そのための支出は当初の90億ドルから現

在では約220億ドルにも達している（8）。

 現在では1，100本の油井から1本当たり日産

1，200バレルであり，現行の生産量は日産130万

バレルとなっている（9）。油井数が増加するに

つれて，水とガスの処理量は増えてゆき，プル

トーベイ油田のコストは上昇する（資本支出と

操業費支出）。従って，もっと。ost－effectiveな

手段を考えて（それがB P exp1orationとの共

同作業であった），新たな埋蔵量を開発するた
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めの新規計画に投資し続けねばならないのであ
る（ユ0）。

 プルトーベイ油田における将来の開発計画は
次のようである（ユ1）。

（1）現行油井の生産性の引き上げ（85，000B／D

 の生産増）で5年間に10億ドルの支出

（2）新たな開発井の掘削（1億7，500万Bの回

 収増）250－400本の掘削で10～15億ドルの

 支出

（3）増大するガス・水処理に対応する施設の

 拡大（1995年まで100，O00B／Dの生産増で8

 億バレルの増量）でユ4億ドルの支出

（4） EOR（EnhancedOi1Recovery）の改良

 と実施

 これらの総額35～40億ドルのプロジェクトの

実施によっても生産減少が遅れるのみであり，

アラスカの石油生産と収入を維持するには不十

分である。当初の220億バレルの埋蔵量に対す

る96億バレルの回収に対して，開発の継続によ

り120億バレルの回収が可能となっている（残

り45億バレル）。しかし，アラスカパイプライ

ンの送油量の保持，輸送コストの削減のために

も，探鉱・開発の予定される油田はこのパイプ

ラインの周辺や延長線上にあることが望まし

い。A R C Oとしては，Cook In1et，Barrow沖合，

カナダ国境に近いNations River Basinの探鉱活

動を継続している（！2）。

 将来の探鉱を続けるためにはA R C O一社で

の活動は無理である。そのためにパートナーを

探すのであるが，それにはさまざまな問題があ

る。第1に探鉱コストの高さである。陸上で探

鉱井は1本当たり500万一1，O00万ドル，沖合で

は2，OOO万ドルから5，O00万ドルかかる。第2に，

鉱区が小さすぎる。第3に，単一の会社のみで

は活発な補給，サービス産業を維持できない。

アラスカの税制および規制の不確実性，沖合大

陸棚における探鉱の未成功，高いドライホール

（dryho1es）の率（1990年以来石油業界はア

ラスカ沖合大陸棚に100億ドルを支出し，75本
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の空井戸，さらに，内65億ドルが鉱区賃貸のボー

ナス（一時金）と賃貸料（レンタル）に支出さ

れ，30億ドルのみが実際の掘削費になっている

にすぎない）。

 アラスカに石油会社の目を向けさせるには，

第1に政府による安定した広域の大陸棚賃貸計

画の推進，第2にA NWR開放への支持と商業

発見の場合のアラスカパイプラインとの接続を

許可すること，第3に環境などの問題について

事前に厳格な約定（stipu1ations）を取り決めて，

掘削などへのpaper workに投入するマンパワー

を減らすような方策が必要である（14）。

1－2 B P Explorationの見解

 A R C Oと同様にプルトーベイ油田の生産の

低下と同時に生産コストの上昇（ガス・水処理

の拡大，開発井の掘削，第2次回収，油井のメ

ンテナンスと修理計画）による収入の減少が大

きな問題であるとBPは認識している。さらに，

プルトーベイ油田の収益や生産の悪化はノース

スロープの他の油田からの生産量（約50万バレ

ル／日）の輸送コストにも大きなインパクトを

持っている（15）。というのは，Trans－Alaska

Pipe1ineの流量が減少すれば単位当たりの輸送

コストは高くなってしまうのである。従って，

生産コストの増加を押さえることは不可欠なこ

ととなるのである。

 B PはA R C Oと共同して重複を避けるため

に油田全域の設備，施設や操業慣行を標準化し

てきた。プルトーベイの操業費支出の80％が特

定の財とサービスの20％に集中することに注目

して，B Pと請負業者と補給業者（contractors

and supp1iers）と協力して，低下する生産，上

昇するコストに対抗するために，両者が利益を

得て（Win－Win SituatiOn），長期の戦略的同盟

（lOng－termStrategiC a11ianCeS）を追求したの

である（ユ6）。

 ユつの方向で成功しているのは，・在庫削減の

ための“just－in－time”de1iveryである。これによ

り，在庫を持つことから解放され，配給と貯蔵

にともなう事前の管理面と資金面の負担より解
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放されることになる。補給業者に対して年間発

注ではなく我われの必要に応じて発注するので

ある。この方式によりB Pにとっては弾力性と

在庫費の削減がはかれた。補給業者には，B P

との長期の商取引関係や取引量の予測が可能と

なった（17）。すなわち，Win－WinSituatiOnである。

 次に考えたのは，BPにとり晶質と安全性を

犠牲にせずに支出を減らすことと，補給業者に

とってのB Pの支出拡大という関係に注目する

ことであった。従来の投入（例えば
man－hours，rig－days）から産出（例えば，生

産性，晶質，回転，安全，環境保護，配送のタ

イムリーさ，アラスカの雇用，アラスカ原住民

の雇用）へと視点を変えたことである（18）。

 第3に，価格より価値に購入の重点を移して

きている。短期で多数の補給業者との取引より

も長期で少数の優良補給業者との関係を緊密に

して材料と作業の範囲の標準化（standardize

materia1s and scope ofwork）を促進するよう

にしている（ユ9）。

 B Pは以上のような方向をまとめて，次のよ

うに述べている。すなわち，晶質と安全性を高

めると共にコストを削減し，アラスカでの石油

生産を継続する基地をつくること，とりもなお

さず，アラスカの補給業者の経験，技能とアイ

ディアの協力により，雇用創出，エネルギー需

要をみたし，アラスカ州に収入と経済的安定を

与え（20），ノーススロープ石油生産者に収入を

生み出すためなのだと。

1－3 アラスカ州論文

 アラスカ州のいだいている危機感は，ノース

スロープ石油生産の減衰がもたらす悪影響であ

る。石油価格の低下以降，アラスカ州政府の石

油収入は大きく減少している。1982年の州政府

収入は1975年の7億9，300万ドルから57億ドル

に伸びた。それが1980年代末には20億ドル近く
に落ち込んだ（21）。

11992年から2016年までの石油生産予測とロイ

ヤルティオイルについてみれば，現行の状況で

はプルトーベイからの生産は126万B／Dから

2000年には68．7万B／Dへ，Kuparukは31万B／D

から15万B／Dへ，Lisbumeは4万B／Dから1万

B／Dへ，Endicottはユ1万B／Dから3．4万B／Dへと

なり，ノーススロープ全体で173．9万B／Dから

106．8万B／Dへと低下している。また，Cook In－

1etは，3．2万B／Dから1．4万B／Dとなっている。

アラスカ州全体のロイヤルティオイルは1992年

の22．4万B／Dから2000年の13．9万B／Dへと低下
している（22）。

 アラスカ州の対応は，石油生産増への誘引と

なるような探鉱の促進である。現在考慮中の方

策としては，通常の現金ボーナス入札方式に加

えて，250工一カーまでのwork commitment付

の入札，当初の現金ボーナス支払の不要のもの，

積極的な探鉱を推進する企業に対して排他的探

鉱権を与えるものなどが考えられている（23）。

また，探鉱促進のための控除としては，探鉱費

の一部を税およびロイヤルティから控除できる

というものである。また，特に環境問題に配慮

しなければならないアラスカでの探鉱への規則

の各種の重複と複雑さをさけるための調整も試
みられている（24）。

 また，アラスカに埋蔵量の多い石炭からの石

炭層メタン（coa1bed methane）の生産可能性

調査にも取り組んでいる。加えてANWRの開
放の重要性も強調されている（25）。

 以上みてきたようにノーススロープ石油開発

に従事するA R C OとB Pは積極的なコスト削

減策と油田の延命をはかっている。アラスカ州

政府は，探鉱促進策を打ち出してアラスカの生

産地としてのポテンシャル．を高めて石油会社の

参入を促進しようとしている。いずれにしても，

現在のアラスカパイプラインの活用という点か

らするとプルトーベイに隣接するA NW Rか

Nationa1Petro1eum Reserveに次の油田開発の拠

点が欲しいにちがいない。さらに，プルトーベ

イ油田に注入されている天然ガスを販売しよう

という進行中のYukon Pacific社のL N G計画が

浮上してくることになる。また，カナダの極地

の石油・ガス生産の可能性については輸送問題

をどう解決するかが大切であり，国境を越えた
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パイプラインの問題についてもANWRの
Coasta1P1ain開発の重要性がここに問題となっ

てくるのである。

2 アラスカ州知事の見解

 アラスカ州知事であるWa1ter J．Hicke1は以

前内務省長官であった時にアラスカパイプライ

ン問題を手掛けたのであった。彼と彼のOffice

of the Govemor（知事室）のスタッフは現在こ

のA NWRでの石油探鉱の開放を求めて政治的

キャンペーンを展開している。ピッケル知事は

当然のこととして地元アラスカ州の利益代弁者

である（これは自動車産業をたがえる州が自動

車産業の利益を代弁するのと同様である）。

 A NWRの開放へのキャンペーンは新聞に記

事を載せ亭ことになるが，例えばコロラド州ロ

ングモンド （Longmont，Co1orado）のDαψ

丁伽e－Cα〃の記事（1992年6月22日）では，次

のような見解が述べられている。

 まず第1に，ANWR開放の反対者にANW
Rについて正しい’情報を持って欲しいと提案し

ている。問題となっているCoasta1Plainof

ANWRでは，テキサス州の2倍以上も大きい

アラスカ州の申では，石油開発に必要な足跡

（footprint）はワシントンD．C．の郊外の

Du11esIntemationa1Airporポ（7，O00工一カー＝・

4，047×7，O00m2）にしかすぎないのであるこ

と。しかもアラスカのノーススロープ油田の石

油開発にもかわらずトナカイの生息数は増えて

いること，原住民のCoasta1P1ainに住んでいる

Inupiat EskimosはA NWRの石油開発を支持し

ていること，またアメリカが海外から石油を購

入するのに年間600億ドルを支払っていること

などをあげている。また，アラスカANWRの

石油開発により，アラスカ州では1万6，O00人，

全米で直接・間接には73万5，000人の仕事が創

出されると述べている。

 同時にピッケル知事はアラスカのノースス

ロープ石油の輸出禁止による損害に対して連邦

政府に25万ドルを請求する訴訟を起こしてい
る（26）。
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 ピッケル知事の考え方については，アメリカ

のエネルギー安全保障がどうなるかという危惧

にもからんでいる。アメリカの1991年の原油輸

入は約666万B／D，製品輸入は約ユエ3万B／D，原

油輸出3万B／D，製品輸出97万B／Dで，アメリ

カの輸出分はほぼ製品輸入で相殺されてしま

う。アメリカの原油輸入約666万B／Dをユ99ユ年

のアメリカの石油消費1，618万B／Dを対比すれ

ば，約41％が輸入石油に依存することになる。

しかも，アメリカの消費はユ982年のユ，476万

B／D以降伸びているし，アメリカの生産は
1，02d万B／Dから902万B／Dへ下落しているとい

う現実がある（27）。

 加えて，総輸入779万B／Dの内訳は中東195万

B／D（25％），アフリカ110万B／D（14％），中

国10万B／D，カナダ101万B／D，ラテンアメリ

カ230万B／Dなどとなっている（28）。ここで注目

すべきは中東とアフリカヘの依存度が約40％と

なり，アメリカとしては北米自由貿易連合（N

AFTA）によりカナダとラテンアメリカの内

のメキシコからの輸入安全保障はさらに高まる

との見方ができるのではないか（29）。

（続く）

＊本稿の執筆に関してはアラスカ州政府在日事

務所の在日代表代理の黒田眞理子さん，アラス

カ州の商務・経済・開発省国際貿易室のLaurie

D．Cumi㎎hamさんをはじめとする多数の方々

に見学，資料収集にお世話になった。記して感

謝したい。
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